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頁 項目名 変更後（新） 変更前（旧） 

 

 

 

表紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

伊賀市まちづくりプラン 

（新 市 建 設 計 画） 

 

 

 

 

伊賀地区市町村合併協議会 

新市建設計画策定小委員会 

2014（平成 26）年９月変更 伊賀市 

2019年６月変更 伊賀市 

 

 

伊賀市まちづくりプラン 

（新 市 建 設 計 画） 

 

 

 

 

伊賀地区市町村合併協議会 

新市建設計画策定小委員会 

2014（平成 26）年９月変更 伊賀市 

全

体 
年号 2019年５月以降を西暦のみ 西暦（和暦） 

 

１ 

 

序章 

２．計画策定の 

方針 

（３）計画の期

間 

１行目 

 

 

 

 

 

（３）計画の期間 

この計画は、合併の行われた日の属する年度及びこれに続く 17年度の計画とし、その

間に行う施策等について記載しています。 

財政計画については特例措置が終了した後も健全な財政状況を維持できるよう、それ

ぞれ過剰に見積もることのない財政計画とします。 

 

 

 

 

（３）計画の期間 

この計画は、合併の行われた日の属する年度及びこれに続く 15年度の計画とし、その

間に行う施策等について記載しています。 

財政計画については合併後 15 年間交付税の特例措置があることから特例措置が終了

した後も健全な財政状況を維持できるよう、それぞれ過剰に見積もることのない財政計

画とします。 
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頁 項目名 変更後（新） 変更前（旧） 

 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）人口・世

帯表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）人口・世帯 

                                   単位：人 

  1980（昭

和 55）年 

1985（昭

和 60）年 

1990（平

成２）年 

1995（平

成７）年 

2000（平

成 12）年 

2005（平

成 17）年 

2010（平

成 22）年 

2015（平

成 27）年 

上野市 人口 60,835 60,812 60,242 60,986 61,493 62,555 60,909 57,076 

世帯数 16,801 17,458 18,172 19,743 21,136 22,881 22,901 21,904 

１世帯人員 3.62 3.48 3.32 3.09 2.91 2.73 2.66 2.61 

伊賀町 人口 10,208 10,214 10,256 11,154 11,019 10,612 10,527 9,791 

世帯数 2,580 2,618 2,684 3,119 3,294 3,411 3,715 3,663 

１世帯人員 3.96 3.90 3.82 3.58 3.35 3.11 2.83 2.67 

島ヶ原村 人口 2,989 3,089 3,012 2,934 2,752 2,705 2,404 2,230 

世帯数 737 754 781 802 792 810 744 725 

１世帯人員 4.06 4.10 3.86 3.66 3.47 3.34 3.23 3.08 

阿山町 人口 8,149 8,335 8,459 8,500 8,427 7,914 7,505 6,937 

世帯数 2,018 2,034 2,072 2,241 2,364 2,266 2,313 2,203 

１世帯人員 4.04 4.10 4.08 3.79 3.56 3.49 3.24 3.15 

大山田村 人口 5,768 5,729 5,750 6,186 5,987 5,700 5,334 4,978 

世帯数 1,400 1,401 1,471 1,692 1,684 1,672 1,639 1,613 

１世帯人員 4.12 4.09 3.91 3.66 3.56 3.41 3.25 3.09 

青山町 人口 7,633 8,667 10,033 11,675 11,849 11,137 10,528 9,569 

世帯数 1,885 2,193 2,597 3,252 3,504 3,580 3,603 3,543 

１世帯人員 4.05 3.95 3.86 3.59 3.38 3.11 2.92 2.70 

6 市町村計 人口 95,582 96,846 97,752 101,435 101,527 100,623 97,207 90,581 

世帯数 25,421 26,458 27,777 30,849 32,774 34,620 34,915 33,651 

１世帯人員 3.76 3.66 3.52 3.29 3.10 2.91 2.78 2.69 

資料：国勢調査（各年 10月 1日現在）報告 

 

 

 

 

 

 

（４）人口・世帯 

単位：人 

  1980（昭

和 55）年 

1985（昭

和 60）年 

1990（平

成２）年 

1995（平

成７）年 

2000（平

成 12）年 

2005（平

成 17）年 

2010（平

成 22）年 

上野市 人口 60,835 60,812 60,242 60,986 61,493 62,555 60,909 

世帯数 16,801 17,458 18,172 19,743 21,136 22,881 22,901 

１世帯人員 3.62 3.48 3.32 3.09 2.91 2.73 2.66 

伊賀町 人口 10,208 10,214 10,256 11,154 11,019 10,612 10,527 

世帯数 2,580 2,618 2,684 3,119 3,294 3,411 3,715 

１世帯人員 3.96 3.90 3.82 3.58 3.35 3.11 2.83 

島ヶ原村 人口 2,989 3,089 3,012 2,934 2,752 2,705 2,404 

世帯数 737 754 781 802 792 810 744 

１世帯人員 4.06 4.10 3.86 3.66 3.47 3.34 3.23 

阿山町 人口 8,149 8,335 8,459 8,500 8,427 7,914 7,505 

世帯数 2,018 2,034 2,072 2,241 2,364 2,266 2,313 

１世帯人員 4.04 4.10 4.08 3.79 3.56 3.49 3.24 

大山田村 人口 5,768 5,729 5,750 6,186 5,987 5,700 5,334 

世帯数 1,400 1,401 1,471 1,692 1,684 1,672 1,639 

１世帯人員 4.12 4.09 3.91 3.66 3.56 3.41 3.25 

青山町 人口 7,633 8,667 10,033 11,675 11,849 11,137 10,528 

世帯数 1,885 2,193 2,597 3,252 3,504 3,580 3,603 

１世帯人員 4.05 3.95 3.86 3.59 3.38 3.11 2.92 

6市町村計 人口 95,582 96,846 97,752 101,435 101,527 100,623 97,207 

世帯数 25,421 26,458 27,777 30,849 32,774 34,620 34,915 

１世帯人員 3.76 3.66 3.52 3.29 3.10 2.91 2.78 

                             資料：国勢調査（各年 10月 1日現在）報告 
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頁 

 

５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目名 

 

（５）産業構造 

 表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更後（新） 

 

（５）産業構造 

 ◆構成市町村の産業別就業者数の推移                単位：人 

注）2005（平成 17）年以降の調査では、第３次産業の区分が変更されたため、内訳を省略

した 

資料：国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  1990（平

成 2）年 

1995（平

成 7）年 

2000（平

成 12）年 

2005（平

成 17）年 

2010（平

成 22）年 

2015（平

成 27）年 

第
１
次
産
業 

農業 5,058 4,777 3,438 3,680 2,355 2,566 

林業 188 174 117 83 76 53 

漁業 1 1 0 0 1 1 

第
２
次
産
業 

鉱業､採石業､砂利採取業 83 97 63 56 31 19 

建設業 3,634 4,286 4,113 3,208 2,460 2,257 

製造業 17,718 17,850 16,983 15,986 14,668 14,998 

第
３
次
産
業 

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業 300 311 295 

26,545 24,235 24,059 

運輸･通信業 3,179 3,356 3,139 

卸売･小売業,飲食店 7,972 8,533 8,584 

金融･保険業 1,046 1,051 951 

不動産業 183 172 191 

サービス業 9,170 10,535 11,231 

公務(他に分類されないもの) 1,674 1,813 1,872 

 分類不能の産業 39 70 189 438 3,784 784 

合  計 50,245 53,026 51,166 49,996 47,610 44,737 

変更前（旧） 

 

（５）産業構造 

◆構成市町村の産業別就業者数の推移               単位：人 

注）2005（平成 17）年と 2010（平成 22）年の調査では、第３次産業の区分が変更された

ため、内訳を省略した 

資料：国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  1990（平

成 2）年 

1995（平

成 7）年 

2000（平

成 12）年 

2005（平

成 17）年 

2010（平

成 22）年 

第
１
次
産
業 

農業 5,058 4,777 3,438 3,680 
2,431 

林業 188 174 117 83 

漁業 1 1 0 0 1 

第
２
次
産
業 

鉱業､採石業､砂利採取業 83 97 63 56 31 

建設業 3,634 4,286 4,113 3,208 2,460 

製造業 17,718 17,850 16,983 15,986 14,668 

第
３
次
産
業 

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業 300 311 295 

26,545 24,235 

運輸･通信業 3,179 3,356 3,139 

卸売･小売業,飲食店 7,972 8,533 8,584 

金融･保険業 1,046 1,051 951 

不動産業 183 172 191 

サービス業 9,170 10,535 11,231 

公務(他に分類されないもの) 1,674 1,813 1,872 

 分類不能の産業 39 70 189 438 3,784 

合  計 50,245 53,026 51,166 49,996 47,610 
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頁 

 

６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目名 

 

第２章 主要

指標の見通

し 

（１）人口 

 ４～５行目、 

 

 

 

 

 

 

 

（１）人口 

グラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更後（新） 

 

（１）人口 

構成市町村の人口は増加傾向で推移してきましたが、近年は他地域からの転入者数の

減少や少子化等により、増加率が低下しています。今回、新市の将来人口の推計を行っ

たところ、平成 12年をピークに今後減少に向かうことが予測されます。 

高齢化の傾向はさらに進展し、老年人口比率は 2000（平成 12）年の 23.0％から 2030

年には 38.7％にまで増加するものと推計されています。高齢者の増加により、保健・医

療・福祉等に対するニーズはますます増加・多様化することが予想されるため、その基

盤整備を早急に進める必要があります。 

 

 

 

◆新市の将来人口推計 

資料：国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（2018年３月推計）』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更前（旧） 

 

（１）人口 

構成市町村の人口は増加傾向で推移してきましたが、近年は他地域からの転入者数の

減少や少子化等により、増加率が低下しています。今回、新市の将来人口の推計を行っ

たところ、平成 12年をピークに今後減少に向かうことが予測されます。 

高齢化の傾向はさらに進展し、老年人口比率は 2000（平成 12）年の 23.0％から 2030

（平成 42）年には 35.1％にまで増加するものと推計されています。高齢者の増加により、

保健・医療・福祉等に対するニーズはますます増加・多様化することが予想されるため、

その基盤整備を早急に進める必要があります。 

 

 

 

◆ 新市の将来人口推計 
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頁 

 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目名 

 

（１）人口 

グラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）世帯数 

グラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更後（新） 

 

◆ 新市の年齢３区分別人口の将来推計 

資料：国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（2018年３月推計）』 

 

（２）世帯数 

◆新市世帯数の将来推計（コーホート変化率法） 

 

 

変更前（旧） 

 

◆ 新市の年齢３区分別人口の将来推計 

 

 

（２）世帯数 

◆新市世帯数の将来推計（コーホート変化率法） 
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頁 

８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目名 

（３）産業 

４行目 

 

 

グラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更後（新） 

（３）産業 

第２次産業就業者数は 1995（平成７）年、第３次産業就業者数は 2005（平成 17）年まで

増加していますが、将来にわたり就業者数は全区分で減少するものと予測されます。 

 

◆新市の産業３区分別就業者数の将来推計（コーホート変化率法）   

 

◆新市の産業３区分別就業者割合の将来推計 

変更前（旧） 

（３）産業 

第３次産業就業者数は 1995（平成７）年まで増加すると予測されますが、第１次、第 

２次産業就業者数は減少するものと予測されます。 

 

◆新市の産業３区分別就業者数の将来推計（コーホート変化率法）  

 

 

◆新市の産業３区分別就業者割合の将来推計 
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頁 

 

43 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目名 

 

第６章 財政

計画 

 ４行目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更後（新） 

 

財政計画は、建設計画に定められた施策を計画的に実施していくため、今後の財政見通

しを明らかにするとともに、長期的展望にたって限られた財源の効率的な運用を図り、適

切な財政運営を行うために策定するものであり、新市の財政運営の指針となるものです。 

計画期間は、合併後の 2004（平成 16）年度から 2021年度までの 18年度間であり、合併

特例債の償還が長期に及ぶことや交付税の算定特例が合併後 15ヵ年であることから、特例

措置が終了した後も健全な行財政運営が持続できるよう計画します。 

また、原則として現行制度が継続されるものとし、特例的措置や経済情勢等も考慮して

計画を策定します。 

なお、財政計画については普通会計（公営企業会計、収益事業会計以外の会計を合算し

た会計区分）ベースで計画したものです。 

 

 

 

変更前（旧） 

 

財政計画は、建設計画に定められた施策を計画的に実施していくため、今後の財政見通

しを明らかにするとともに、長期的展望にたって限られた財源の効率的な運用を図り、適

切な財政運営を行うために策定するものであり、新市の財政運営の指針となるものです。 

計画期間は、合併後の 2004（平成 16）年度から 2019（平成 31）年度までの 16年度間で

あり、合併特例債の償還が長期に及ぶことや交付税の算定特例が合併後 15ヵ年であること

から、特例措置が終了した後も健全な行財政運営が持続できるよう計画します。 

また、原則として現行制度が継続されるものとし、特例的措置や経済情勢等も考慮して

計画を策定します。 

なお、財政計画については普通会計（公営企業会計、収益事業会計以外の会計を合算し

た会計区分）ベースで計画したものです。 

 

 

 

 

 


